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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第63期

第２四半期連結
累計期間

第63期 
第２四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年 
　　７月１日 
至　平成20年 
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,453,7361,734,6986,469,681

経常利益又は損失(△) (千円) △134,265 8,535 △704,173

四半期(当期)
純損失(△)

(千円) △215,648△69,443△2,135,771

純資産額 (千円) ― 1,055,6091,260,815

総資産額 (千円) ― 9,204,8428,970,322

１株当たり純資産額 (円) ― 76.10 92.28

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △16.03 △5.16 △158.73

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純損失

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 11.1 13.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 210,285 ― 483,545

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △249,098 ― △185,848

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 233,444 ― 117,665

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 977,269 784,465

従業員数 (名) ― 352 467

(注)　１　第62期における大幅な純損失計上は、主に岡本光学科技（蘇州）及び新潟岡本硝子の生産設備等におい

　　て、減損損失を認識したことによるものであります。

　　　２　当社は四半期連結財務諸表作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　ておりません。

　　　３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純損失については、四半期(当期)純損失が計上されているため

　　記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、当社は100％子会社である有限会社オーテックを平成20年10月１日に吸収合併いたしました。

詳細は、「第５経理の状況　注記事項(重要な後発事象)」に記載のとおりです。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
　　　　　　　　 　352
　　　　　　　　　(104)

(注) 1　従業員は就業人員であります。

2　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
　　　　　　　　 　246
　　　　　　　　　( 69)

(注) 1　従業員は就業人員であります。

2　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

照明事業 392,073

光学事業 1,123,221

機能性ガラス・薄膜事業 63,911

その他の事業 119,456

合計 1,698,662

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売額に在庫増減原価を加えております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(千円)

照明事業 381,500 47,923

光学事業 1,129,383 474,291

機能性ガラス・薄膜事業 60,900 17,236

その他の事業 162,324 78,861

合計 1,734,108 618,313

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

照明事業 381,237

光学事業 1,152,228

機能性ガラス・薄膜事業 66,888

その他の事業 134,343

合計 1,734,698

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

Epson Precision(Hong Kong)Ltd.417,974 24.1

株式会社小糸製作所 220,087 12.7

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間における、経営上の重要な契約等は次のとおりです。

当社（岡本硝子株式会社）と有限会社オーテックとの合併

合併契約の概要は、次のとおりです。

(1) 合併の目的等 

今後の当社グループの機能を強化し効率を高めるため、当社は100％子会社である有限会社オーテックを

吸収合併することを平成20年８月18日の取締役会において決定・承認し、同日に合併契約を締結しました。

(2) 合併の方法

岡本硝子株式会社を存続会社とし、有限会社オーテックは解散する。

  なお、全額出資子会社との合併でありますので、新株式は発行及び資本金の増加はおこなっておりませ

ん。

(3) 合併の期日 

平成20年10月１日

(4) 財産の引継

岡本硝子株式会社は平成20年３月31日現在の有限会社オーテックの貸借対照表その他同日現在の計算

を基礎とし、これに効力発生日前日までの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を合併期日にお

いて引き継ぐ。

(5) 吸収合併消滅会社の合併時の資産・負債の状況

科目 金額（千円） 科目 金額（千円）

資産 負債

流動資産 162,654流動負債 192,402

固定資産 10,290固定負債 4,916

資産合計 172,944負債合計 197,318
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)経営成績の分析

 

当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、米国を初めとした世界経済の減速による輸出の減少や、原

油、素材価格の高騰などにより企業収益は減少し、先行きの不透明感から個人消費も停滞するなど、景気は

弱含んできました。アメリカ経済は、サブプライムローン問題に端を発する金融不安により住宅需要は減少

し、設備投資も弱含み、個人消費も低迷するなど、景気の後退局面に入りました。中国経済は、固定資産投資

の高い伸びにより引き続き成長を続けました。

　このような経済環境において、データプロジェクター市場は教育市場への普及により引き続き堅調に推移

しましたが、リアプロジェクションテレビ市場の縮小の影響により、当社のプロジェクター用反射鏡の売上

高は減少しました。フライアイレンズは、新興国を中心としたプロジェクターの市場拡大に乗り、売上高は

増加しました。新潟岡本硝子株式会社は、岡本光学科技(蘇州)有限公司から移設した製造設備による、反射

鏡一貫生産体制構築を進め、平成20年９月には、製造設備の移設を概ね終了しております。

　自動車用製品は、平成20年９月に本社工場の機械化ラインを増設し、品質の安定、製造原価の低減に取り組

んでおります。

　これら、生産拠点の集約及び、良品率向上のための検査工程の同期化や余剰となった設備、人員を活用した

内製化などの原価低減策は、概ね中期経営計画通りに進捗しておりますが、本格的な効果は第３四半期以降

に見込んでおります。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の連結業績は、売上高1,734百万円、経常利益8百万円、四半期純損失

69百万円となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次の通りであります。

(照明事業)

　当第２四半期連結会計期間の売上高は381百万円となりました。一般照明製品は、建設着工、店舗改装の減

少などにより減少しました。自動車用製品は、販売数量が前年同期比で4.6%増加し、売上高は1.7%増加しま

した。平成20年２月の横浜事業所の操業停止と本社工場への生産拠点集約後に、製造工程の機械化を進める

ことで、一層の原価低減を図っております。

(光学事業)

　当第２四半期連結会計期間の売上高は1,152百万円となりました。プロジェクター用反射鏡は、数量は前年

同期比で10.9%減少し、売上高は10.1%減少しました。岡本光学科技(蘇州)有限公司を停止し、新潟岡本硝子

株式会社で一貫生産体制を構築することで生産効率の向上を図っております。フライアイレンズは、販売数

量が前年同期比で24.3%増加し、売上高は29.6%増加しました。反射防止膜の蒸着加工の内製化など、原価低

減策を進めています。

(機能性ガラス・薄膜事業)

  当第２四半期連結会計期間の売上高は66百万円となりました。アクセス系の通信用フィルターが順調に

拡大したこと及びガラス偏光子の製品出荷を開始したことによるものであります。

(その他の事業)

  当第２四半期連結会計期間の売上高は134百万円となりました。紫外線照射装置に使われるエキシマラン

プの蒸着加工及び、洗濯機用ドアガラスが引き続き好調であったこと、ガラス巻取りロボットの受注販売が

あったことによるものであります。

　

(2)財政状態の分析
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(資産)

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ352百万円の増加となりました。この主な要因は、現金及び預金が243

百万円増加し、受取手形及び売掛金が99百万円増加したことなどによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ117百万円の減少となりました。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べ234百万円の増加となりました。

(負債)

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ244百万円の増加となりました。この主な要因は、支払手形及び買掛

金が55百万円増加し、１年以内返済予定の長期借入金が52百万円増加し、流動負債その他が126百万円増加

したことなどによるものであります。

固定負債は前連結会計年度末に比べ195百万円の増加となりました。

この結果、負債合計は、439百万円増加しました。

 

(純資産)

　純資産は、前連結会計年度末に比べ205百万円の減少となりました。この主な要因は、利益剰余金が1,646百

万円増加した一方で、資本剰余金が1,862百万円減少したことなどによるものであります。

　なお、資本剰余金の減少は、平成20年６月28日定時株主総会の決議により、資本剰余金で繰越利益剰余金の

欠損補填をしたことによるものであります。

　

(3)キャッシュフローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ192百万円増加し

977百万円となりました。

営業活動により資金は210百万円増加しました。減価償却費433百万円、たな卸資産の増加61百万円などの

増加要因に対し税金等調整前四半期純損失180百万円、売上債権の増加101百万円などの要因がありました。

投資活動により資金は249百万円減少しました。有形固定資産の取得による支出257百万円などの要因が

ありました。

財務活動により資金は233百万円増加しました。長期借入れによる収入1,080百万円の増加要因に対し,長

期借入金の返済による840百万円などの減少要因がありました。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容

等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

イ　基本方針の内容

  21世紀は地球環境問題が大きく取り上げられる世紀と認識しております。当社は環境に優しい特性を持

つガラスにより、地球環境を汚すこと無く、社会への貢献、事業の拡大発展を図る所存であります。古くて新

しいガラスについて、既成概念にとらわれず、大企業では難しい、小回りの良さを生かした市場創造を目指

します。会社は社員一人ひとりのことを考え、社員は常に何事にもチャレンジして行く活気あふれる会社を

理想とします。

  また、当社が持続的な成長を実現していくためには、従来型の発想・取組みに拘泥することなく、技術革

新を核とした新たな需要、市場創造等に積極的に挑戦していく姿勢が必要と考えます。
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さらに、当社が株主の皆様に還元する適正な利潤を獲得し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上を実現

するためには、株主の皆様はもちろん、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーとの適切な関係を維

持、発展させていくことも必要であり、これらのステークホルダーの利益にも十分配慮した経営を行う必要

があると考えております。

  一方、近時、わが国の資本市場においては、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景と

して、対象となる会社の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、突如として大量の株式の買

付を強行するといった動きが顕在化しつつあります。昨今行われた上場企業に対して対象会社の取締役会

の事前の同意を得ることなく、対象会社に影響力を行使しうる程度の数の株式を取得する行為等に鑑みま

すと、十分な時間と情報が与えられない形で、大量買付者による買付がなされる事態も拡大してくるものと

考えられます。

  このようなリスクの高まりを認識しつつ、何ら対応策を講じないまま企業経営を行い、大量買付行為の提

案がなされた場合、目先の株価の維持・上昇を目的とした経営判断を求められかねません。中長期的な視点

から、企業価値向上に取り組み、大量買付行為の提案是非を判断するためには、当社に対する大量買付行為

の提案がなされていない現時点においてあらかじめ、そうした提案への対応策を導入しておくことが必要

不可欠であると判断しました。

 

ロ　会社の支配に関する基本方針実現のための取組み

①　当社の財産の有効活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別

な取組み

  当社の企業価値・株主共同の利益の向上を図るために、当社グループは、平成20年度から平成22年度まで

の新たな中期経営計画を平成20年４月に策定いたしました。

 

②　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み

  平成19年６月27日開催の当社第61回定時株主総会において、当社の企業価値・株主共同利益を確保・向

上させることを目的として、事前警告型買収防衛策を導入することを決議し、平成20年６月28日開催の当社

第62回定時株主総会において、一部変更した上で継続することを決議しております。

  本買収防衛策の概要は以下のとおりです。

＜本買収防衛策の概要＞

　当社株式に対する大量買付行為が行われる場合に、大量買付者に対して事前に大量買付行為に関する情報

の提供を求め、当社が大量買付行為についての評価・検討等を行う期間を確保した上で、株主の皆様に当社

経営陣の意見や代替案を提示する、あるいは大量買付者との交渉等を行っていくための手続（以下「買付

ルール」といいます。）を定めています。

　大量買付者が、これらの買付ルールに従わない場合及び買付ルールに従った大量買付行為であっても当社

の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合は、当社取締役会は、大量買付者

による権利行使は認められないとの行使条件が付された新株予約権を、その時点でのすべての株主に対し、

無償で割り当てます。

　なお、当社取締役会は、この新株予約権無償割当ての決議に先立ち、当社取締役会から独立した組織である

特別委員会にその是非を諮問し、その勧告を最大限尊重いたします。特別委員会の委員は、社外監査役、弁護

士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者及び他社の取締役又は執行役として経

験のある社外者等から選任されるものとします。

　本買収防衛策の有効期間は、平成21年に開催される当社定時株主総会の終結時までとなっております。な
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お、かかる有効期間の満了前であっても、当社取締役会において本買収防衛策を廃止する旨の決議が行われ

た場合には、本買収防衛策はその時点で廃止されるものとしております。

 

ハ　具体的取組みに対する当社取締役の判断及びその理由

　前記ロ①に記載した中期経営計画は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させる

ための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。

また、前記ロ②に記載した本買収防衛策は、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導

入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本買収防衛策は、株主総会の承認を得て導入さ

れたものであること、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置し、対抗措置の発動に先立ち

必ず特別委員会に諮問することになっていること等により、その公正性・客観性が担保されており、企業価

値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではあ

りません。

 

　

(5)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は13百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社である岡本光学科技(蘇州)有限公司から真空蒸着機

８台を同じく連結子会社である新潟岡本硝子㈱へ移設いたしました。

 

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった、岡本硝子株式会社本社工場の生産設備(硝子溶解炉)の改修につ

きましては、平成20年９月に完了いたしました。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,357,760

計 36,357,760

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,455,74014,955,740
ジャスダック
証券取引所

―

計 13,455,74014,955,740― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

旧商法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株主総会の特別決議日（平成17年６月25日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数（個） 704

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,423(注)

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　953
資本組入額　477

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の譲渡、質入、相続を認めない。
　権利行使時に引き続き当社の役職員等であること。た
だし妥当な事情があり取締役会が認めた場合はこの限
りでない。
　新株予約権は一部行使・分割行使は認めない。
　その他の条件については、本総会決議及び取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの
間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切上げる。

　

調整後
＝
調整前

×
1

払込金額 払込金額 分割・併合割合の比率

　

    　また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株を

　　発行する場合は除く。)は、次の算式により1株当りの払込金額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×1株当り払込金額

調整後
＝
調整前

×
分割・併合割合の比率

払込金額 払込金額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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会社法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

株主総会の特別決議日（平成18年６月24日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数（個） 555

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 55,500

新株予約権の行使時の払込金額（円） 339(注)

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～
平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　339
資本組入額　170

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の譲渡、質入、相続を認めない。
　権利行使時に引き続き当社の役職員等であること。た
だし妥当な事情があり取締役会が認めた場合はこの限
りでない。
　新株予約権は一部行使・分割行使は認めない。
　その他の条件については、本総会決議及び取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの
間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切上げる。

　

調整後
＝
調整前

×
1

払込金額 払込金額 分割・併合割合の比率

　

    　また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株を

　　発行する場合は除く。)は、次の算式により1株当りの払込金額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×1株当り払込金額

調整後
＝
調整前

×
分割・併合割合の比率

払込金額 払込金額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

EDINET提出書類

岡本硝子株式会社(E01221)

四半期報告書

14/46



　

株主総会の特別決議日（平成19年６月27日）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数（個） 607

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 345(注)

新株予約権の行使期間
平成21年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　345
資本組入額　173

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の譲渡、質入、相続を認めない。
　権利行使時に引き続き当社の役職員等であること。た
だし妥当な事情があり取締役会が認めた場合はこの限
りでない。
　新株予約権は一部行使・分割行使は認めない。
　その他の条件については、本総会決議及び取締役会決
議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けたものとの
間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ
ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注)　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当りの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数

は切上げる。

　

調整後
＝
調整前

×
1

払込金額 払込金額 分割・併合割合の比率

　

    　また、時価を下回る価格で、新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使により新株を

　　発行する場合は除く。)は、次の算式により1株当りの払込金額を調整し、調整による1円未満の端数は切り上げる。

　

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×1株当り払込金額

調整後
＝
調整前

×
分割・併合割合の比率

払込金額 払込金額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

　

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(注)
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日　　　　
　　　

― 13,455,740 ― 1,594,256 ― ―

(注)　平成20年10月２日払込期日の株式会社オハラを割当先とする第三者割当増資により、発行済株式総数が1,500,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ115,500千円増加しております。

　

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

岡本興産有限会社 東京都文京区弥生2-16-2 4,210 31.29

有限会社オー・ジー・シー 東京都文京区弥生2-16-2 1,016 7.55

岡本　毅 東京都文京区 599 4.46

岡本硝子社員持株会 千葉県柏市十余二380 483 3.59

岡本　峻 東京都文京区 263 1.96

田川　麻利子 東京都文京区 246 1.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 140 1.04

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 130 0.97

岡本　春枝 東京都文京区 120 0.89

東京東信用金庫 東京都墨田区東向島2-36-10 90 0.67

計 ― 7,300 54.26
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
    普通株式  300

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式
        13,453,700

134,537 同上

単元未満株式 　普通株式 1,740 ― 同上

発行済株式総数 13,455,740― ―

総株主の議決権 ― 134,537 ―

　

　

② 【自己株式等】

平成20日９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
岡本硝子株式会社

千葉県柏市十余二380番地 300 ― 300 0.0

計 ― 300 ― 300 0.0

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　4月 　5月 6月 7月 8月 　9月

最高(円) 250 275 267 270 243 208

最低(円) 235 236 243 238 200 137

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,085,076 841,222

受取手形及び売掛金 ※3
 937,138

※3
 837,544

商品 103,082 107,604

製品 377,865 450,701

原材料 18,424 17,875

仕掛品 243,847 246,177

その他 164,245 75,792

貸倒引当金 △2,317 △2,023

流動資産合計 2,927,362 2,574,894

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1, ※2, ※5
 2,462,099

※1, ※2, ※5
 2,496,880

機械装置及び運搬具 ※1, ※5
 2,424,983

※1, ※5
 2,230,239

土地 ※2
 708,614

※2
 708,614

その他 ※1, ※5
 231,124

※1, ※5
 501,237

有形固定資産合計 5,826,821 5,936,972

無形固定資産 33,880 36,620

投資その他の資産

その他 418,161 422,606

貸倒引当金 △1,382 △770

投資その他の資産合計 416,778 421,835

固定資産合計 6,277,480 6,395,428

資産合計 9,204,842 8,970,322

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 741,131 685,209

短期借入金 ※2
 743,802

※2
 750,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 1,848,643

※2
 1,796,628

未払法人税等 8,891 11,723

賞与引当金 18,405 －

その他 594,613 467,671

流動負債合計 3,955,486 3,711,233

固定負債

長期借入金 ※2
 3,850,725

※2
 3,680,985

退職給付引当金 172,826 165,061

役員退職慰労引当金 － 43,493

負ののれん 90,714 106,265

その他 79,480 2,468
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債合計 4,193,746 3,998,273

負債合計 8,149,233 7,709,506

純資産の部

株主資本

資本金 1,594,256 1,594,256

資本剰余金 － 1,862,176

利益剰余金 △696,468 △2,342,996

自己株式 △355 △355

株主資本合計 897,432 1,113,081

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,554 △7,186

為替換算調整勘定 139,112 135,787

評価・換算差額等合計 126,557 128,600

新株予約権 7,550 5,824

少数株主持分 24,068 13,309

純資産合計 1,055,609 1,260,815

負債純資産合計 9,204,842 8,970,322
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 3,453,736

売上原価 2,982,085

売上総利益 471,650

販売費及び一般管理費

役員報酬 33,159

給料及び手当 130,582

賞与 15,793

退職給付費用 5,738

減価償却費 34,133

賞与引当金繰入額 3,056

旅費及び交通費 31,370

支払手数料 56,932

運賃 45,493

貸倒引当金繰入額 919

研究開発費 31,387

その他 189,447

販売費及び一般管理費合計 578,014

営業損失（△） △106,363

営業外収益

受取利息 956

受取配当金 5,353

負ののれん償却額 15,551

助成金収入 14,577

その他 13,429

営業外収益合計 49,867

営業外費用

支払利息 56,736

為替差損 9,585

その他 11,447

営業外費用合計 77,769

経常損失（△） △134,265

特別利益

固定資産売却益 23,041

国庫補助金受贈益 27,022

その他 11,265

特別利益合計 61,328
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

特別損失

固定資産除却損 27,790

固定資産圧縮損 23,596

減損損失 ※１
 54,724

その他 1,519

特別損失合計 107,631

税金等調整前四半期純損失（△） △180,569

法人税、住民税及び事業税 14,884

法人税等調整額 9,435

法人税等合計 24,320

少数株主利益 10,759

四半期純損失（△） △215,648
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 1,734,698

売上原価 1,506,007

売上総利益 228,690

販売費及び一般管理費

役員報酬 16,972

給料及び手当 63,654

賞与 6,682

退職給付費用 2,685

減価償却費 17,738

賞与引当金繰入額 3,056

旅費及び交通費 16,322

支払手数料 25,022

運賃 22,591

貸倒引当金繰入額 362

研究開発費 13,471

その他 95,803

販売費及び一般管理費合計 284,363

営業損失（△） △55,672

営業外収益

受取利息 388

受取配当金 220

負ののれん償却額 7,775

為替差益 78,629

助成金収入 3,960

その他 10,490

営業外収益合計 101,465

営業外費用

支払利息 29,710

その他 7,546

営業外費用合計 37,256

経常利益 8,535

特別利益

固定資産売却益 3,530

その他 952

特別利益合計 4,482

特別損失

固定資産除却損 13,179

減損損失 ※１
 54,724

特別損失合計 67,903

税金等調整前四半期純損失（△） △54,886
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

法人税、住民税及び事業税 12,177

法人税等調整額 △255

法人税等合計 11,921

少数株主利益 2,635

四半期純損失（△） △69,443
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △180,569

減価償却費 433,318

負ののれん償却額 △15,551

貸倒引当金の増減額（△は減少） 919

賞与引当金の増減額（△は減少） 18,405

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,764

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △43,493

受取利息及び受取配当金 △6,359

支払利息 56,736

為替差損益（△は益） △8,630

有形固定資産売却損益（△は益） △23,041

国庫補助金受贈益 △27,022

固定資産除却損 27,790

固定資産圧縮損 23,596

減損損失 54,724

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 19

売上債権の増減額（△は増加） △101,342

たな卸資産の増減額（△は増加） 61,717

仕入債務の増減額（△は減少） 58,913

その他の資産の増減額（△は増加） △67,064

その他の負債の増減額（△は減少） 11,573

小計 282,407

利息及び配当金の受取額 6,024

利息の支払額 △60,429

法人税等の支払額 △17,717

営業活動によるキャッシュ・フロー 210,285

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △53,401

投資有価証券の取得による支出 △3,095

投資有価証券の売却による収入 1,113

国庫補助金受贈益 27,022

有形固定資産の取得による支出 △257,221

有形固定資産の売却による収入 40,270

無形固定資産の取得による支出 △476

貸付金の回収による収入 7,104

その他の支出 △10,412

投資活動によるキャッシュ・フロー △249,098
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,198

長期借入れによる収入 1,080,000

長期借入金の返済による支出 △840,357

財務活動によるキャッシュ・フロー 233,444

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 192,803

現金及び現金同等物の期首残高 784,465

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 977,269
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、当連結会計年度の第２四半期連結

累計期間においても106,363千円の営業損失を計上しております。

　また当社グループは、シンジケートローン(平成20年９月末残高243,000千円)の財務制限条項(利益条項、

資本条項)に抵触する事実が発生しております。

　当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存在しております。

　当社は、このような状況を解消するため、生産拠点の集約、ガラス偏光子、太陽光発電用光学部品の事業化

及び原価低減の徹底を内容とした中期経営計画を平成20年４月に策定しました。

その概要は、以下のとおりであります。

　

①生産拠点の集約

　岡本光学科技(蘇州)有限公司の薄膜事業から撤退し、蒸着工程を新潟岡本硝子株式会社へ移設するこ

とにより、新潟岡本硝子株式会社に反射鏡の一貫生産体制を構築することでコスト削減、生産リードタ

イムの短縮を実現します。

　横浜事業所を閉鎖し、本社工場へ集約することで、自動車用レンズの生産効率の向上、設備稼働率の

アップを図ります。

②ガラス偏光子、太陽光発電用光学部品の事業化

液晶プロジェクター向けガラス偏光子について、高付加価値を維持しながら、生産増・販売増を図りま

す。 

　ガラス偏光子について、液晶プロジェクター以外の分野への展開を図ります。

  太陽光発電用光学部品の事業化、量産体制の確立を早期に実現します。

③原価低減の徹底

　製造工程数の削減と再編成を行います。

　余剰設備及び人員を活用し、外注工程を内製化します。

　作業の標準化、自動化等により更なる省人化を図ります。

　品質管理業務の強化により、品質異常を未然に防止し、良品率をアップします。

　

当第２四半期連結累計期間における進捗は以下の通りであります。

①生産拠点の集約

  岡本光学科技(蘇州)有限公司は平成20年６月に操業を停止しております。新潟岡本硝子株式会社は、

岡本光学科技(蘇州)有限公司より移設された製造設備による反射鏡一貫生産体制構築を進め、平成20

年９月には、製造設備の移設を概ね終了しております。

  横浜事業所は平成20年２月に操業を停止しております。本社工場(千葉県柏市)での生産に集約する

とともに、平成20年９月に本社工場の機械化ラインを増設し、品質の安定、製造原価の低減に取り組ん

でおります。

②ガラス偏光子、太陽光発電用光学部品の事業化

　緑色領域のガラス偏光子の製品出荷を開始し、加えて、販売先の拡大に向けた試作品の作成を進めて

おります。

　当社は、ＮＥＤＯ(独立行政法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構)より、全可視光域用ガラス偏

光子の研究開発業務の委託を受けました。このことにより、青色領域のガラス偏光子開発の加速化を図

ります。

  太陽光発電用ガラス集光レンズの試作を進めております。開発を加速化するため、当社は、光学ガラ

スの組成開発力を有する株式会社オハラと業務提携基本契約を締結いたしました。なお、両社の安定し

た信頼関係を築くとともに太陽光発電用ガラス集光レンズの開発資金に充当するため、平成20年10月

２日に株式会社オハラを割当先とする第三者割当増資(総額231,000千円)を行いました。

③原価低減の徹底

　生産拠点の集約などにより余剰となった設備、人員を活用する形で、フライアイレンズの反射防止膜

の蒸着加工の内製化等を開始しました。 良品率をアップさせて、コスト削減を進めるため、検査工程を

同期化いたしました。

　中期経営計画の実施及びこれに必要な当面の資金需要への対応については、引き続き主力取引金融機

関より協力の方針を頂いております。

　

今後の方針

　原価低減の徹底、生産拠点の集約による効果を速やかに実現し、中期経営計画の必達を図ります。

　ガラス偏光子事業の拡大を進めるとともに、太陽光発電用光学部品の早期事業化に向けた努力を続
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け、機能性ガラス・薄膜事業の一層の拡大に努めます。

　引き続き取引金融機関と円滑な関係を保ち、中期経営計画の遂行について理解と支援を要請して参り

ます。なお、シンジケートローンについては、平成20年11月28日にて繰上返済に要する資金をシンジ

ケート団を構成する各行より個別に借入した上で、一括返済する予定です。

 

　これらにより、収益性を改善することで、継続企業の前提となる重要な疑義を解消できるものと判断

しております。

　したがって、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、当該重要な疑義の影響を

四半期連結財務諸表には反映しておりません。
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

該当事項はありません。

 

２　持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。

 

３　連結子会社の四半期連結決算日の変更

該当事項はありません。

 

４　会計処理の原則及び手続の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を当

第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準につい

ては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業損

失及び経常損失、税金等調整前四半期純損失が34,332

千円それぞれ増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

(2)リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年

１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準

適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から

早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理に変更し、リース資産として計上しておりま

す。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。

なお、これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。

(3)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

　　理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成

18年５月17日　実務対応報告18号）を当第１四半期連

結会計期間から適用しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。
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簡便な会計処理

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

棚卸資産の評価方法
棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿

価切下げを行う方法によっております。

　

四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 　6,237,151千円

※２　担保資産及び被担保債務

 
     担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物 1,510,710千円

土地 　703,014千円

　　　計 2,213,724千円

　　 上記に対応する債務は、次のとおりであります。

短期借入金 203,802千円

1年以内返済予定長期借入金 1,569,992千円

長期借入金 3,388,460千円

　　　計 5,162,254千円

※３　受取手形割引高　　　　　　　　　 288,438千円

  ４　偶発債務

―

 

※５　圧縮記帳

当第２四半期連結会計期間末において、国庫補助

金の受入れにより取得した建物及び構築物につい

て7,929千円、機械装置について15,667千円、計

23,596千円の圧縮記帳を行いました。

なお有形固定資産にかかる国庫補助金の受入れに

よる圧縮記帳累計額は、建物及び構築物164,210千

円、機械装置及び運搬具446,940千円、工具器具備品

46,961千円、計658,112千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額　 6,510,531千円　

※２　担保資産及び被担保債務

 
     担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物 1,539,077千円

土地 　703,014千円

　　　計 2,242,091千円

　　 上記に対応する債務は、次のとおりであります。

短期借入金 170,000千円

1年以内返済予定長期借入金 1,472,020千円

長期借入金 3,167,350千円

　　　計 4,809,370千円

※３　受取手形割引高　　　　　　　　　 283,368千円

  ４　偶発債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金に

対して、次のとおり債務保証を行っております。

(有)プラグラ 14,728千円

※５　圧縮記帳

当連結会計年度において、国庫補助金の受入れに

より取得した機械装置について201千円、工具器具

備品について1,678千円、計1,879千円の圧縮記帳を

行いました。

なお有形固定資産にかかる国庫補助金の受入れに

よる圧縮記帳累計額は、建物及び構築物156,281千

円、機械装置及び運搬具431,273千円、工具器具備品

46,961千円、計634,515千円であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

※1　減損損失

当社グループは、以下の資産について減損損失を計

上いたしました。

場所 用途 種類

岡本光学科技

(蘇州)有限公司

生産設備

(真空蒸着機)
機械装置

（減損損失の認識に至った経緯）　

上記生産設備は現在遊休状態で将来の使用見込み

がないため機械装置の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

（減損損失の金額）　

機械装置及び運搬具 54,724千円

54,724千円

（資産のグルーピングの方法）　

事業の種類別セグメントを基準として資産のグ

ルーピングを行っております。

（回収可能価額の算定方法）　

当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額

により測定しております。正味売却価額の算定に当

たっては見積売却価額を使用しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※1　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,085,076千円

預入期間が３か月超の定期預金 △107,807千円

現金及び現金同等物 977,269千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,455,740

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 360

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　新株予約権残高　 7,550千円

　

４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

岡本硝子株式会社(E01221)

四半期報告書

35/46



(リース取引関係)

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成20年３月31日までの連結会計年度に属

　　する取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期

　　連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められない

　　ため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

　　　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して

　　著しい変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

１．費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 405千円

　

　

　

　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

照明事業
(千円)

光学事業
(千円)

機能性ガラ
ス・薄膜
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

381,2371,152,22866,888134,3431,734,698― 1,734,698

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ―

計 381,2371,152,22866,888134,3431,734,698─ 1,734,698

営業利益(又は営業損失) 14,96039,619△23,57027,29058,299(113,972)△55,672

   (注)1.　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

2.　各事業の主な製品

(1) 照明事業………　 自動車用ヘッドレンズ、自動車用赤外線透過フィルター、照明用グローブ、水銀灯用ガラ

ス、信号灯用ガラス、船舶用ガラス、カラーフィルター、色温度変換フィルター、コールド

ミラー等、主として照明用に使用される工業用ガラス製品の製造販売業務

(2) 光学事業………　プロジェクター用反射鏡、デンタルミラー、フライアイレンズ、コンデンサーレンズ、ＵＶ/

ＩＲカットガラス、ダイクロイックフィルター等、主として大画面の映像機器市場向け

及びその他高付加価値のガラス製品の製造販売業務

(3) 機能性ガラス・薄膜事業………吸収タイプのガラス偏光子等の機能性ガラス製品、プロジェクター、セン

サー、光通信に使用される機能性ガラス製品、、バンドパスフィルター、エッジフィル

ターなどの機能性薄膜製品等、これまでのガラス・薄膜素材として持ち得なかった特殊

機能を持つガラス及び薄膜製品の製造販売業務

(4) その他の事業…　自社開発のガラス巻取りロボットシステム、航空機用ガラス、飛行場用ガラス、歯科用うが

い鉢、洗濯機用ドアガラス、エキシマランプ加工等の製造販売業務

3. 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更4（1）」に記載のとおり、当第１四半期

連結会計期間から当社及び国内連結子会社は、棚卸資産の評価に関する会計基準を適用し評価方法を変更し

ております。これに伴い、従来の評価方法によった場合と比較して、営業利益が照明事業で5,848千円、光学事

業で20,045千円、機能性ガラス・薄膜事業で3,670千円、その他の事業で497千円減少しております。 
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当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

照明事業
(千円)

光学事業
(千円)

機能性ガラ
ス・薄膜
事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全
社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

768,9222,324,875106,816253,1223,453,736─ 3,453,736

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

計 768,9222,324,875106,816253,1223,453,736─ 3,453,736

営業利益(又は営業損失) 18,351117,838△68,30062,357130,246(236,610)△106,363

   (注)1.　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

2.　各事業の主な製品

(1) 照明事業………　 自動車用ヘッドレンズ、自動車用赤外線透過フィルター、照明用グローブ、水銀灯用ガラ

ス、信号灯用ガラス、船舶用ガラス、カラーフィルター、色温度変換フィルター、コールド

ミラー等、主として照明用に使用される工業用ガラス製品の製造販売業務

(2) 光学事業………　プロジェクター用反射鏡、デンタルミラー、フライアイレンズ、コンデンサーレンズ、ＵＶ/

ＩＲカットガラス、ダイクロイックフィルター等、主として大画面の映像機器市場向け

及びその他高付加価値のガラス製品の製造販売業務

(3) 機能性ガラス・薄膜事業………吸収タイプのガラス偏光子等の機能性ガラス製品、プロジェクター、セン

サー、光通信に使用される機能性ガラス製品、、バンドパスフィルター、エッジフィル

ターなどの機能性薄膜製品等、これまでのガラス・薄膜素材として持ち得なかった特殊

機能を持つガラス及び薄膜製品の製造販売業務

(4) その他の事業…　自社開発のガラス巻取りロボットシステム、航空機用ガラス、飛行場用ガラス、歯科用うが

い鉢、洗濯機用ドアガラス、エキシマランプ加工等の製造販売業務

3. 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更4（1）」に記載のとおり、当第１四半期

連結会計期間から当社及び国内連結子会社は、棚卸資産の評価に関する会計基準を適用し評価方法を変更し

ております。これに伴い、従来の評価方法によった場合と比較して、営業利益が照明事業で8,248千円、光学事

業で21,895千円、機能性ガラス・薄膜事業で3,670千円、その他の事業で518千円減少しております。 
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【所在地別セグメント情報】

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。
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【海外売上高】

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
欧州
(千円)

アジア
(千円)

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 59,548 647,572 ─ 707,121

Ⅱ　連結売上高 ― ― ― 1,734,698

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.43 37.33 ─ 40.76

(注)  1.　国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。

2.　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（1）欧州…………………ベルギー、チェコ

（2）アジア………………中国、香港、台湾

（3）その他の地域………アメリカ

3.　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
欧州
(千円)

アジア
(千円)

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 117,0881,241,999 4,831 1,363,919

Ⅱ　連結売上高 ─ ─ ─ 3,453,736

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.39 35.96 0.14 39.49

(注)  1.　国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。

2.　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（1）欧州…………………ベルギー、チェコ

（2）アジア………………中国、香港、台湾

（3）その他の地域………アメリカ

3.　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

76円10銭 92円28銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 △16円03銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、1株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　２．1株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 215,648

普通株式に係る四半期純損失(千円) 215,648

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,455

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 △5円16銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１.潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、1株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　２．1株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 69,443

普通株式に係る四半期純利益(千円) 69,443

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,455

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―
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(重要な後発事象)

１　連結子会社有限会社オーテックとの合併について

１.結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、

   結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

（1）名称：有限会社オーテック　事業の内容：当社ガラス製品の加工（光学事業）

（2）企業結合の法的形式

　 　共通支配下の取引

（3）結合後企業の名称

　 　岡本硝子株式会社

（4）取引の目的を含む取引の概要

　 　①合併の目的

　 　　経営資源を集約することによる事業効率の向上を目的とし吸収合併を行います。

　 　②合併の期日

　 　　平成20年10月１日

　 　③合併の形式

　 　　　当社を存続会社とする吸収合併方式で、有限会社オーテックは解散しております。

　　　 なお、全額出資子会社との合併でありますので、新株式の発行及び資本金の増加は

　　　 ありません。

２.実施する会計処理の内容

　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15

日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行います。

３.子会社から引き継いだ資産及び負債の内訳

科目 金額（千円） 科目 金額（千円）

（資産の部） （負債の部）

流動資産 162,654流動負債 192,402

固定資産 10,290固定負債 4,916

負債合計 197,318

資産合計 172,944差引正味財産 △24,373
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２　第三者割当増資について

当社は、平成20年９月16日開催の取締役会において、株式会社オハラを引受人とする第三者割当増資による新

株発行を決議し、平成20年10月２日に払込が完了いたしました。

（1）発行新株式数 普通株式　1,500,000株

（2）発行価額 １株につき154円

（3）発行価額の総額 231,000,000円

（4）資本組入額 １株につき77円

（5）増加する資本金の額 115,500,000円

（6）増加する資本準備金の額 115,500,000円

（7）申込期日 平成20年10月２日

（8）払込期日 平成20年10月２日

（9) 資金の使途 太陽光発電用ガラス集光レンズの成型

技術開発資金
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月７日

岡本硝子株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　井　靜　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　柳　井　浩　一　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岡本硝子株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岡本硝子株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上

　　し、当第２四半期連結累計期間においても営業損失を計上したこと及び財務制限条項に抵触する事実が発生してい

　　ることにより、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記

　　に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を

　　四半期連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年９月16日開催の取締役会において、株式会社オハラを

　　引受人とする第三者割当増資による新株発行を決議し、平成20年10月２日に払込が完了している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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